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調布市ほっとするふるさとをはぐくむ街づくり条例施行規則の一部を改正する規則新旧対照表 

 

改正後 改正前 

○調布市ほっとするふるさとをはぐくむ街づくり条例施行規則 ○調布市ほっとするふるさとをはぐくむ街づくり条例施行規則 

平成17年２月10日規則第７号 平成17年２月10日規則第７号 

第１条から第24条まで 略 第１条から第24条まで 略 

（開発事業の事前協議） （開発事業の事前協議） 

第25条 開発事業者は，開発事業を行おうとするときは，次の各号に掲げる

区分に応じ，当該各号に定める日までに，開発事業事前相談カード（第16

号様式）に別表第１に定める図書を添付して市長に提出し，開発事業に関

する手続等について説明を受けなければならない。 

第25条 開発事業者は，開発事業を行おうとするときは，次の各号に掲げる

区分に応じ，当該各号に定める日までに，開発事業事前相談カード（第16

号様式）に別表第１に定める図書を添付して市長に提出し，開発事業に関

する手続等について説明を受けなければならない。 

(１) 条例第20条第１号，第２号及び第４号に掲げる開発事業 条例第21

条第１項の規定により開発事業事前協議書を提出しようとする日の３週

間前。ただし，条例第30条第１項に規定する大規模開発事業の場合には，

同日の４週間前とする。 

(１) 条例第20条第１号，第２号及び第４号に掲げる開発事業 条例第22

条第１項の規定により標識を設置しようとする日の５日前 

(２)  条例第20条第３号に掲げる開発事業 条例第21条第１項の規定に

より開発事業事前協議書を提出しようとする日前 

(２) 条例第20条第３号に掲げる開発事業 条例第21条第１項の規定によ

り開発事業事前協議書を提出しようとする日前 

２ 条例第21条第１項の規定による開発事業事前協議書の提出は，開発事業

事前協議書（第17号様式の１）に事業計画書（第17号様式の２）その他別

表第２に定める図書を添付して行うものとする。 

２ 条例第21条第１項の規定による開発事業事前協議書の提出は，開発事業

事前協議書（第17号様式の１）に事業計画書（第17号様式の２）その他別

表第２に定める図書を添付して行うものとする。 

３ 市長は，前項の規定により前月末日（その日が調布市の休日に関する条

例（平成元年調布市条例第23号）に規定する調布市の休日に当たるときは

その日前の調布市の休日でない日）までに提出のあった開発事業事前協議

書について，別に定めるところにより，月１回，市職員で構成する会議を

開催し，その内容を検討するものとする。 

３ 市長は，前項の規定により前月末日（その日が調布市の休日に関する条

例（平成元年調布市条例第23号）に規定する調布市の休日に当たるときは

その日前の調布市の休日でない日）までに提出のあった開発事業事前協議

書について，別に定めるところにより，月１回，市職員で構成する会議を

開催し，その内容を検討するものとする。 

４ 条例第20条第１項第１号に掲げる開発行為について条例第21条第１項の

規定による事前協議が全て調った開発事業者については，都計法第29条第

１項の規定による許可に係る都計法第32条第１項及び第２項の規定による

協議を行ったものとみなす。 

４ 条例第20条第１項第１号に掲げる開発行為について条例第21条第１項の

規定による事前協議が全て調った開発事業者については，都計法第29条第

１項の規定による許可に係る都計法第32条第１項及び第２項の規定による

協議を行ったものとみなす。 
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改正後 改正前 

（開発標識の設置方法） （開発標識の設置方法） 

第26条 条例第22条第１項の規定により設置する標識（以下「開発標識」と

いう。）の様式は，開発事業計画のお知らせ標識（第18号様式）とする。 

第26条 条例第22条第１項の規定により設置する標識（以下「開発標識」と

いう。）の様式は，開発事業計画のお知らせ標識（第18号様式）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず，条例第20条第２号イに掲げる建築物の建築を

行おうとする開発事業者は，前項の様式に代えて，調布市中高層建築物の

建築に係る紛争の予防と調整に関する条例施行規則（平成７年調布市規則

第８号）第３条の標識を用いることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず，条例第20条第２号イに掲げる建築物の建築を

行おうとする開発事業者は，前項の様式に代えて，調布市中高層建築物の

建築に係る紛争の予防と調整に関する条例施行規則（平成７年調布市規則

第８号）第３条の標識を用いることができる。 

３ 開発事業者は，開発区域内の道路に接する部分（開発区域内に２以上道

路に接する部分があるときは，それぞれの道路に接する部分）に，地面か

ら標識の下端までの高さがおおむね１メートルとなるように開発標識を設

置しなければならない。 

３ 開発事業者は，開発区域内の道路に接する部分（開発区域内に２以上道

路に接する部分があるときは，それぞれの道路に接する部分）に，地面か

ら標識の下端までの高さがおおむね１メートルとなるように開発標識を設

置しなければならない。 

４ 開発標識の設置期間は，開発事業者が条例第21条第１項の規定により開

発事業事前協議書を提出する日から条例第26条の規定により工事完了届を

提出する日までとする。 

４ 開発標識の設置期間は，次の各号に掲げる区分に応じ，当該各号に定め

るところによる。 

 (１) 開発事業に係る標識を設置する場合 条例第21条第１項の規定によ

り開発事業事前協議書を提出しようとする日の遅くとも10日前から条例

第26条の規定により工事完了届を提出する日まで 

 (２) 大規模開発事業に係る標識を設置する場合 条例第21条第１項の規

定により開発事業事前協議書を提出しようとする日の遅くとも20日前か

ら条例第26条の規定により工事完了届を提出する日まで 

５ 開発事業者は，風雨のため容易に破損し，又は倒壊しない方法で開発標

識を設置するとともに，設置期間中記載事項が不鮮明にならないように開

発標識を維持管理しなければならない。 

５ 開発事業者は，風雨のため容易に破損し，又は倒壊しない方法で開発標

識を設置するとともに，設置期間中記載事項が不鮮明にならないように開

発標識を維持管理しなければならない。 

（開発標識の設置届） （開発標識の設置届） 

第27条 条例第22条第２項の規定による標識の設置の届出は，開発標識を設

置した日から３日以内に，開発標識設置届（第19号様式）により行うもの

とする。 

第27条 条例第22条第２項の規定による標識の設置の届出は，開発標識を設

置した日から３日以内に，開発標識設置届（第19号様式）により行うもの

とする。 

（開発標識の記載事項の変更） （開発標識の記載事項の変更） 



3/20 

改正後 改正前 

第28条 開発事業者は，開発事業に係る計画を変更したときは，速やかに開

発標識の記載事項を変更しなければならない。 

第28条 開発事業者は，開発事業に係る計画を変更したときは，速やかに開

発標識の記載事項を変更しなければならない。 

（説明会の開催等） （説明会の開催等） 

第29条 条例第22条第３項の規定による説明は，条例第21条第１項の規定に

より開発事業事前協議書を提出した日から10日以内に行わなければならな

い。 

第29条 開発事業者は，条例第22条第３項又は第６項の規定により説明会を

開催しようとするときは，当該開催しようとする日の５日前までに，掲示

等の方法により開催の日時，場所等を隣接関係住民又は近隣住民に周知し

なければならない。 

２ 開発事業者は，条例第22条第３項又は第６項の規定により説明会を開催

しようとするときは，当該開催しようとする日の５日前までに，掲示等の

方法により開催の日時，場所等を隣接関係住民又は近隣住民に周知しなけ

ればならない。 

２ 開発事業者は，条例第22条第６項の規定により説明会を開催するときは，

近隣住民以外の者の参加を拒んではならない。 

３ 開発事業者は，条例第22条第６項の規定により説明会を開催するときは，

近隣住民以外の者の参加を拒んではならない。 

３ 条例第22条第３項又は第６項の規定により説明しなければならない開発

事業の事業計画及び工事計画に係る事項は，次の各号に掲げるものとする。 

４ 条例第22条第３項又は第６項の規定により説明しなければならない開発

事業の事業計画及び工事計画に係る事項は，次の各号に掲げるものとする。 

(１) 開発区域の形態及び規模，開発区域内における建築物の位置並びに開

発区域の付近の建築物の位置の概要 

(１) 開発区域の形態及び規模，開発区域内における建築物の位置並びに

開発区域の付近の建築物の位置の概要 

(２) 開発事業の規模，構造及び用途 

(２) 開発事業の規模，構造及び用途 (３) 開発事業の工期，工法及び作業方法等 

(３) 開発事業の工期，工法及び作業方法等 (４) 開発事業の工事による危害の防止策 

(４) 開発事業の工事による危害の防止策 (５) 開発事業に伴って周辺の生活環境に生ずる著しい影響及びその対策 

(５) 開発事業に伴って周辺の生活環境に生ずる著しい影響及びその対策 (６) 前各号に掲げるもののほか，隣接関係住民又は近隣住民との合意形

成に必要な事項 

(６) 条例第22条第７項の規定による意見書の提出期限及び提出先  

(７) 前各号に掲げるもののほか，隣接関係住民又は近隣住民との合意形

成に必要な事項 

 

（隣接関係住民に対する説明の報告） （隣接関係住民に対する説明の報告） 

第30条 条例第22条第５項の規定による隣接関係住民に対する説明の届出

は，条例第22条第３項の規定による説明を終えた日から１週間以内に，隣

第30条 条例第22条第５項の規定による隣接関係住民に対する説明の届出

は，第33条第１項の規定により協定の締結の申請を行おうとする日の10日



4/20 

改正後 改正前 

接関係住民説明会報告書（第20号様式の１）又は隣接関係住民個別説明報

告書（第20号様式の２）に次の各号に掲げる図書を添付して行うものとす

る。 

前までに，隣接関係住民説明会報告書（第20号様式の１）又は隣接関係住

民個別説明報告書（第20号様式の２）に次の各号に掲げる図書を添付して

行うものとする。 

(１) 隣接関係住民に配布した資料 (１) 隣接関係住民に配布した資料 

(２) 付近状況図 (２) 付近状況図 

(３) 土地利用計画図（条例第20条第１号に掲げる開発行為に限る。） (３) 土地利用計画図（条例第20条第１号に掲げる開発行為に限る。） 

(４) 配置図，平面図，立面図及び断面図（条例第20条第２号に掲げる建

築物の建築及び同条第４号に掲げる周辺環境に著しい影響を与えるもの

に限る。） 

(４) 配置図，平面図，立面図及び断面図（条例第20条第２号に掲げる建

築物の建築及び同条第４号に掲げる周辺環境に著しい影響を与えるもの

に限る。） 

(５) 説明会出席者名簿及び議事録（説明会を開催した場合に限る。） (５) 説明会出席者名簿及び議事録（説明会を開催した場合に限る。） 

(６)  工事に関する協定書の写し（開発事業者と近隣住民との間で当該協

定の締結をした場合に限る。） 

(６) 工事に関する協定書の写し（開発事業者と近隣住民との間で当該協

定の締結をした場合に限る。） 

（開発事業に対する意見書の提出） （開発事業に対する意見書の提出） 

第31条 条例第22条第７項の規定による意見書の提出は，次の各号に掲げる

事項を記載した意見書により，条例第21条第１項の規定による開発事業事

前協議書の提出のあった日から24日以内に行わなければならない。 

第31条 条例第22条第７項の規定による意見書の提出は，次の各号に掲げる

事項を記載した意見書により，開発事業事前協議書の提出のあった日から

２週間以内に行わなければならない。 

(１) 提出者の氏名又は名称，住所又は所在地及び電話番号並びに法人そ

の他の団体にあっては代表者の氏名 

(１) 提出者の氏名又は名称，住所又は所在地及び電話番号並びに法人そ

の他の団体にあっては代表者の氏名 

(２) 開発事業の名称 (２) 開発事業の名称 

(３) 権利を有する土地の所在地，権利の種類，面積及び付近見取図 (３) 権利を有する土地の所在地，権利の種類，面積及び付近見取図 

(４) 意見及びその理由 (４) 意見及びその理由 

（意見書に対する見解書の提出） （意見書に対する見解書の提出） 

第32条 条例第22条第９項の規定による見解書の提出は，次の各号に掲げる

事項を記載して，次条第１項の規定による申請を行おうとする日の10日前

までに行わなければならない。 

第32条 条例第22条第９項の規定による見解書の提出は，次の各号に掲げる

事項を記載して，次条第１項の規定による申請を行おうとする日の10日前

までに行わなければならない。 

(１) 氏名又は名称，住所又は所在地及び電話番号並びに法人その他の団

体にあっては代表者の氏名 

(１) 氏名又は名称，住所又は所在地及び電話番号並びに法人その他の団

体にあっては代表者の氏名 

(２) 開発事業の名称 (２) 開発事業の名称 
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改正後 改正前 

(３) 意見の概要及び意見に対する見解 (３) 意見の概要及び意見に対する見解 

（協定の締結等） （協定の締結等） 

第33条 開発事業者は，条例第23条第１項の規定により市長と協定を締結し

ようとするときは，開発事業協定締結申請書（第21号様式の１）に次の各

号に掲げる図書を添付して市長に提出するものとする。 

（１） 設計説明書（第21号様式の２） 

（２） 同意書（第21号様式の３）（申請者と土地所有者等が異なる場合

に限る。） 

（３） 別表第３に定める図書 

第33条 開発事業者は，条例第23条第１項の規定により市長と協定を締結し

ようとするときは，開発事業協定締結申請書（第21号様式の１）に設計説

明書（第21号様式の２），同意書（第21号様式の３）その他別表第３に定

める図書を添付して市長に提出するものとする。 

２ 市長は，調布市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条

例（平成６年調布市条例第28号）に基づくあっせん又は調停の手続が継続

している間は，条例第23条第１項の規定による協定の締結を行わないもの

とする。 

２ 市長は，調布市中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に関する条

例（平成６年調布市条例第28号）に基づくあっせん又は調停の手続が継続

している間は，条例第23条第１項の規定による協定の締結を行わないもの

とする。 

第34条から第60条まで 略 第34条から第60条まで 略 

別表第１及び第２ 略 別表第１及び第２ 略 

別表第３（第33条関係） 別表第３（第33条関係） 

開発事業協定締結申請書添付図書 開発事業協定締結申請書添付図書 

  条例第20条第１

号に掲げるもの 

条例第20条第２

号に掲げるもの 

   条例第20条第１

号に掲げるもの 

条例第20条第２

号に掲げるもの 

 

 印鑑証明書（事業主のもの，法

人にあっては登記事項証明書を

添付） 

○ ○   印鑑証明書（事業主のもの，法

人にあっては登記事項証明書を

添付） 

○ ○  

 委任状 ○ ○   委任状 ○ ○  

 案内図 ○ ○   案内図 ○ ○  

 公図の写し ○ ○   公図の写し ○ ○  

 開発区域の登記事項証明書 ○ ○   開発区域の登記事項証明書 ○ ○  

 実測図 ○ ○   実測図 ○ ○  

 土地利用計画図又は配置図 ○ ○   土地利用計画図又は配置図 ○ ○  
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改正後 改正前 

 各階平面図  ○   各階平面図  ○  

 建物立面図（２面以上）  ○   建物立面図（２面以上）  ○  

 建物断面図  ○   建物断面図  ○  

 崖・よう壁に関する図 ○    崖・よう壁に関する図 ○   

 公共施設の管理図 ○ ○   公共施設の管理図 ○ ○  

備考 備考 

添付図書は，それぞれ正本及び副本の２部を提出すること。 １ 同意書は，申請者と土地権利者等が異なる場合に限る。 

  ２ 添付図書は，それぞれ正本及び副本の２部を提出すること。 

別表第４ 略 別表第４ 略 

第16号様式 

第17号様式の２ 

第18号様式 

第19号様式 

第20号様式の１ 

第20号様式の２ 

第21号様式の２ 

第21号様式の３ 

第22号様式 

第23号様式 

第25号様式 

第16号様式 

第17号様式の２ 

第18号様式 

第19号様式 

第20号様式の１ 

第20号様式の２ 

第21号様式の２ 

第21号様式の３ 

第22号様式 

第23号様式 

第25号様式 
   附 則 

１ この規則は，令和４年９月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の調布市ほっとするふるさとをはぐくむ街づくり条例施行規則の規定は，この規則の施行の日以後に提出される開発事業事前相談カ

ードに係る開発事業について適用し，同日前に提出された開発事業事前相談カードに係る開発事業については，なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 



7/20 

改正後 改正前 

第16号様式（第25条関係） 

 

第16号様式（第25条関係） 

 



8/20 

改正後 改正前 

第17号様式の２（第25条関係） 

 

第17号様式の２（第25条関係） 

 



9/20 

改正後 改正前 

 

 

 

 



10/20 

改正後 改正前 

第18号様式（第26条関係） 

 

第18号様式（第26条関係） 

 

隣接関係住民への 

説明方法 



11/20 

改正後 改正前 

第19号様式（第27条関係） 

 

第19号様式（第27条関係） 

 

丁目     番 

説明会の開催等 
隣接関係住民への 

説明方法 

 

 



12/20 

改正後 改正前 

第20号様式の１（第30条関係） 

 

第20号様式の１（第30条関係） 

 



13/20 

改正後 改正前 

 

 

 

 



14/20 

改正後 改正前 

第20号様式の２（第30条関係） 

 

第20号様式の２（第30条関係） 

 



15/20 

改正後 改正前 

 

 

 

 



16/20 

改正後 改正前 

第21号様式の２（第33条関係） 

 

第21号様式の２（第33条関係） 

 



17/20 

改正後 改正前 

第21号様式の３（第33条関係） 

 

第21号様式の３（第33条関係） 

 すべての権利者に同意を得ること。 

1 権利の種類等には，所有権，抵当権，賃借権等（仮登記を含む。）の権利を 

記入すること。 

2 添付書類 印鑑証明書 

  法人の場合にあっては，登記事項証明書も併せて添付すること。 

3 関係権利者が複数の場合においては，全ての権利者の同意を得ること。 



18/20 

改正後 改正前 

第22号様式（第34条関係） 

 

第22号様式（第34条関係） 

 



19/20 

改正後 改正前 

第23号様式（第35条関係） 

 

第23号様式（第35条関係） 

 



20/20 

改正後 改正前 

第25号様式（第37条関係） 第25号様式（第37条関係） 

 

 

 

 

 

※ 添付書類 

建築行為の場合には，完了時の写真を添付して，提出すること。 

 


